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75 万 kWe の次世代ナトリウム冷却高速炉を対象として、3 次元の As-built 体系に対する連続エネルギー

モンテカルロ法による計算結果を参照解とし、核設計への適用を検討している決定論・最確評価手法の解

析モデルに起因する不確かさを検討した。 
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1. 緒言 

 「シミュレーションの信頼性確保に関するガイドライン」に基づき、次世代高速炉の核設計手法の

Verification(検証) に資する検討を行った。75 万 kWe の次世代ナトリウム冷却高速炉の実効増倍率、ナトリ

ウムボイド反応度およびドップラ反応度を対象として、参照解との比較により、決定論・最確評価手法に

よる評価値の解析モデルに起因する不確かさを検討した。 

2. 検証の方法 

 詳細な決定論的手法を適用し、JENDL-4.0 に基づく炉定数セットを用い、非均質格子計算により実効断

面積を得て、三角メッシュの拡散計算により炉心核特性を計算した。この基準計算に、輸送、メッシュお

よび詳細群・超微細群等の補正を適用して、最確評価値を得た。 

 解析モデルに起因する不確かさを把握するため、最確評価値を参照解と比較した（図.1）。ここでは、3

次元の As built 体系に対する連続エネルギーモンテカルロ法による解析を実施し、参照解とした。解析体系

の形状のモデル化、エネルギー群縮約、適用理論等における近似が少ないため、統計誤差が十分に小さく

なるヒストリーを確保すれば、理論解に近い解析結果を得られる。ここでは、のべ約 1 億 2000 万ヒストリ

ーとし、実効増倍率の FSD(相対標準偏差)差が 0.00005 未満となるように解析した。 

3. 結果 

 最確評価値と参照解を表.1 に比較する。参照解と最確評価値の差は、実効増倍率では 0.1％Δk、ナトリ

ウムボイド反応度およびドップラ反応度では 1%となった。この結果により、決定論・最確評価手法により

得られた評価値の解析モデル不確かさの程度が明らかとなり、同手法は高い精度を有することを確認した。 
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表.1 最確評価値と参照解の比較  

図.1 本検討における検証の考え方 

*1 BOIC、制御棒全抜状態における評価結果. 
*2 決定論とモンテカルロ法の差あるいは比 
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*1 最確評価値が175群, 24メッシュ/集合体相当の計算となるように補正.
*2 基準計算値を得る手法に含む場合がある.
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